
主な発注関係の市町村支援主な発注関係の市町村支援

新潟県公共事業執行円滑化協議会

総合評価落札方式の導入

その他

道路施設点検業務の複数市町村一括発注（17市町村）
道路施設の老朽化対策に関する会議や、技術力向上のための技術講習会や現地講習会を実施
県・市町村職員合同参加の技術管理に関する説明会を開催（市町村職員70名）
県・市町村職員合同参加の積算基準に関する説明会を開催（市町村職員79名）

県発注工事の工事検査への臨場
積算システムの最新単価や歩掛をオンライン提供

総合的な事務執行能力と様々な現場に応用活用できる実践的な技術力取得のための土木部研修への受入（市町村職員331名）
新潟県建設技術センターの市町村向けセミナーへ講師派遣（講師派遣15名）

土木職員のための研修

各市町村の実態に合わせた総合評価制度の導入
軌道に乗るまで学識経験者意見照会～発注～評価～契約までを総合的にサポート
学識経験者として「地域整備部副部長等」を派遣
企業の技術力評価のために県発注工事の工事成績データを提供

低入札価格調査基準及び最低制限価格の設定について
請負工事成績評定実施要領について
公共事業の施工時期等平準化の取組について
施工時期選択可能工事制度について
工事施工調整会議（３者会議）について
新潟県の工事施工円滑化４点セットについて
概算変更額通知制度について
社会保険等未加入対策について

新潟県が定めている要綱等を周知して協議会の目標を推進

品質確保に向けた取り組み（新潟県） 資料３－１



●発注支援（県・（公財）富山県建設技術センター）

・設計・積算業務の受託

・維持管理に対する支援（市町村が管理する※橋梁の定期点検の実施や市町村道の舗装

路面の性状調査（ひび割れ率、わだち掘れ等）を実施）

・災害復旧費用の助成

●研 修（技術力向上）

⇒県と市町村技術職員の合同研修の実施

・積算関係（積算基準説明会・下水道事業積算施工適正

化会議・災害復旧事業実務講習会等）

・技術研修（測量・道路・河川・砂防・建築研修等）

●総合評価導入等に対する支援

⇒総合評価の実施にあたり、総合評価委員（出先の次長・所長代理）と

して参画し、総合評価に関する技術的助言を実施

【
測
量
技
術
研
修
】

インフラ老朽化対策のための構造物の点検・維持管理や
更新、防災・減災の推進に伴う発注業務や、長寿命化計
画・強靭化地域計画の策定などの業務量が増加

入札契約制度の多様化・複雑化、発注者責務の明確化

【市町村における土木・建築部門職員数の推移】

市町村における発注体制の現状と課題

※総務省・地方公共団体定員管理調査より作成

職員数が5人以下の
市町村が1町1村

マンパワー不足の解消、職員の技術力の向上
「発注関係事務の運用に関する指針」の浸透及び適切な運用

【課題】

【現状】

市町村に対する支援 市町村への運用指針の浸透

●発注者協議会富山県部会の開催（H28.8.18開催）

⇒運用指針をはじめとする国の動きや各市町村の取り組み状況等の
情報共有を図り、入札契約制度や発注関係事務の改善

【
講
習
会
】

●講習会や担当者会議等の実施

⇒市町村職員が参加する講習会や担当
者会議等の場を利用して説明会を実施し、
運用指針の浸透を図る

各発注機関が目標（歩切りの廃止や適
切な設計変更など）を定めその実施結
果を自己評価、公表し、次年度以降の
目標設定に生かして取り組んでいる

【
県
部
会
】

※一部、県による発注支援（発注・検査）を実施

品質確保に向けた取り組み（富山県） 資料３－２



発注関係事務の適切な実施に向けた市町支援

①発注担当職員の育成
◇各種研修の実施（公益財団法人「まちづくり技術センター」を活用）

・積算システム研修や積算実務研修に加え、コンクリート、アスファルト舗装、補強土壁などの基本的な土木技術に関する研修を実施

・県庁にて市町職員を研修生として１年間受け入れ

◇橋梁点検等における市町職員の技術力向上のために、石川県道路メンテナンス会議において支援策を公表（H26.12）

・市町が管理する跨道橋は重要度が高く点検が技術的に難しいため、まちづくり技術センターにて点検を受託（希望市町のみ）

・市町発注点検業務の診断時に無料で技術者を派遣（希望市町のみ）

・石川県道路メンテナンス会議主催で、橋梁等の点検現地講習会や勉強会を実施（H26年度～）（H28年度は跨線橋の勉強会を開催）

◇総合評価方式や工事成績評定制度等の未導入自治体の解消

・導入済市町の事例紹介、要綱や要領等の策定など実作業を支援

（H27年度は加賀市において総合評価方式の制度設計を完了し、H28年度から適用開始した）

②外部支援体制の活用
◇総合評価方式における委員として土木事務所長等を派遣

③発注者間の連携強化
◇北陸ブロック発注者協議会の活動

・H26から、北陸ブロック全ての発注機関の目標、取り組み状況、取り組み状況に関する自己評価を公表

・石川県部会でも県内全自治体の取り組み状況と目標とを確認、協議

・取り組みが進んでいない市町へは個別訪問し、運用指針の遵守を要請

（H28年度は、県内全市町において、業務委託の最低制限価格等の設定が達成）

◇積算システムの共有化

・まちづくり技術センターを活用し、県と同様な積算システムを市町に提供することにより、歩掛り基準改訂や単価改定等は

常に県と同時に最新版となるほか、システム開発費、保守費、単価改定等の全体業務委託費の大幅な低減が可能

品質確保に向けた取り組み（石川県） 資料３－３



【H20～28年度の派遣実績※】

３6市町村（重複除く）に総合評価審査委員として

職員（事務所副所長）を派遣

◇ 総合評価に関する技術的助言だけでなく、入札

・契約全般についても相談が可能

◇ 実際に多数の総合評価落札方式を実施してい

る国からの助言は有益であり、かつ、派遣職員

の指摘内容は、入契手続きに関する事務に活

かされている。

◇ 総合評価等に関する最新情報を得ることできた

派遣先自治体の主な意見

職員の派遣実績

派遣済みの市町村（H20～28年度）

３県の市町村全体の

約５６％ （36/64市町村）

に職員を派遣

※H20年度から28年度（3月末）までの実績

・平成28年度は、14市町村（全64市町村の22％）に

職員を派遣。

・平成20年から平成28年の累計では、36市町村（全

64市町村の56％）に職員を派遣。

●総合評価審査委員会への職員派遣

品質確保に向けた取り組み（北陸地方整備局）Ｈ２８実績

【目 的】 落札者決定基準を定めるための学識者への意見聴取にあたって、総合評価

審査委員として職員を派遣することで、自治体への総合評価の取り組みを支援。

資料３－４



◇ 新潟会場 【北陸地方整備局 ４階合同会議室】

・ 平成２９年２月２１日（新潟県他、８市の職員１９名が参加）

◇ 富山会場 【富山河川国道事務所 ３階大会議室】

・ 平成２９年２月１５日（富山県他、５市の職員１１名が参加）

◇ 石川会場 【金沢河川国道事務所 ２階会議室】

・ 平成２９年２月１５日（石川県他、３市４町の職員１２名が参加）

◇直轄工事検査への臨場立会

・ 新潟県、富山県、石川県及び各市町村の検査担当職員を対象として適正な

検査技術の習得を目的に完成検査等への臨場立会を実施。

・ Ｈ１８年度より実施し、延べ約２００名以上が参加。

・ Ｈ２８年度は、３県６市から２２名が参加。

●総合評価関係事務の演習講習会

●職員研修への地方自治体職員の受講

●直轄工事検査への臨場立会

品質確保に向けた取り組み（北陸地方整備局）Ｈ２８実績

新潟会場

◇公共工事等の品質確保、総合評価、生産性向上等に関する北陸地方整備局

の職員向け研修に、各機関の職員の受け入れを行うことにより、品質確保、

総合評価落札方式や生産性向上の取り組み等の理解と知識の修得を支援

する。

■建設ＩＣＴ研修

平成２８年９月５日～７日（石川県３名、氷見市１名の職員が参加）

資料３－４



◇発注者責任を果たすため、地方自治体が抱える発注関係事務に関する悩みや

疑問を直接相談できるよう11月2日～15日にかけて北陸管内10市町を訪問。

■ 新潟：見附市、燕市、南魚沼市、出雲崎町

■ 富山：射水市、氷見市、砺波市

■ 石川：かほく市、津幡町、内灘町

☆主な相談：社会保険未加入対策、ダンピング対策、積算における見積徴収、発注・施工

時期の平準化

品質確保に向けた取り組み（北陸地方整備局）Ｈ２８実績
●改正品確法等及び発注関係事務説明会

◇工事品質の確保と建設現場のコスト削減や工事の生産性を向上させるため、

受発注者が一体となって取り組む事項の各種ガイドラインを説明し、円滑な

工事の推進を支援

■ 新潟会場 【新潟県自治会館 ２０１会議室】

平成２８年９月２７日（新潟県他、１１市１町の職員２１名が参加）

■ 富山会場 【富山河川国道事務所 ３階大会議室】

平成２８年９月２９日（富山県他、１０市の職員２４名が参加）

■ 石川会場 【石川県庁 １４０５会議室】

平成２８年９月３０日（石川県他、１１市８町の職員４４名が参加）

●ガイドライン（生産性向上）等講習会

富山会場

●公共工事の発注関係事務相談キャラバン

出雲崎町

◇改正品確法や建設業法、入契法の目的や背景、必要性等の概要、発注関係

事務の運用に関する指針について説明

■ 新潟会場 【新潟県庁 西回廊大会議室】

平成２８年９月２日（新潟県他、１４市３町の職員２５名が参加）

■ 富山会場 【富山河川国道事務所 ３階大会議室】

平成２８年８月３０日（富山県他、９市２町の職員２６名が参加）

■ 石川会場 【金沢河川国道事務所 ２階会議室】

平成２８年８月３１日（石川県他、１１市８町の職員３６名が参加）
石川会場
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品質確保に向けた取り組み（北陸地方整備局）Ｈ２８実績

●発注関係事務についての各種相談窓口を周知

管内の自治体から、『どこに問い合わせれば良いのかわからない』という意見が多く寄せられた

ことから、名刺サイズの「発注関係支援カード」と「ポスター」を作成して配付。
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品質確保に向けた取り組み（北陸地方整備局）Ｈ２９計画

● 総合評価審査委員会への職員派遣

落札者決定基準を定めるための学識者への意見聴取にあたって、総合評価審査委員として職員を

派遣することで、自治体への総合評価の取り組みを支援する。

（※港湾空港事業に関わるものは、港湾空港担当所管より支援。公共建築事業に関わるものは、営繕担当所管より支援。）

● 職員研修での自治体職員受講

今年度の主要な取り組み施策（生産性向上、品質確保、担い手確保、労働環境の改善など）を研修

を通じて、自治体職員もその技術習得を目指す。

特にi-Con（ICT土工・As）は、監督検査技術のスキルアップに努める。

平成２９年度の研修予定
研修期間
参加機関名、参加人数 地方公共団体名 人数 地方公共団体名 人数 地方公共団体名 人数 地方公共団体名 人数

新潟県 10 新潟市 1 石川県 1
富山県 1 新潟市 1
石川県 1
新潟市 5

5/15～5/18 7/24～7/27 4/26～4/28 9/4～9/6
検査監督 研修 ※ 建設産業 研修 品質確保 研修 建設ＩＣＴ 研修

※ 「検査監督 研修」のうち、
ＩＣＴ活用 に関する講義のみ参加。

研修の開催が１箇月以上先の場合は、年度の途中
（４月以降）でも参加申請することができる。

講習会や説明会、ＷＧ等で周知する。

● 北陸地方公契連との情報共有（直轄の工事現場での現地視察）

社会保険未加入や指名停止制度の運用に関する話題提供に加えて、今年度より、直轄の工事現場

視察を行う活動を実施。
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品質確保に向けた取り組み（北陸地方整備局）Ｈ２９計画

● 総合評価関係事務の演習講習会

総合評価方式の導入がなされていない自治体には、公共調達の入門編で

ある説明会、講習会などの参加を促す。

● ガイドライン（生産性向上）等講習会、改正品確法等及び発注関係事務説明会

◇ さらなる生産性の向上 （ＩＣＴ活用、Ｐca製品の活用、施工時期の平準化、適切な工期の確保 等）

◇ 品質確保の取り組み （新技術の活用 等）

◇ 担い手確保の取り組み （週休２日の推進、快適トイレの導入 等）

◇ 改正品確法、建設業法、入契法 （目的や背景、必要性の概要）

◇ 発注関係事務の運用に関する指針

平成２９年度は、工事円滑化推進のための４点セットに加え、「平準化の取り組み」、「週休二日の取り
組み」など、業界全体の重要な取り組みについても紹介する。

● 港湾空港部の支援

◇ 港湾事業実施円滑化会議
◇ 港湾関係補助事業担当者会議
◇ 港湾施設の維持管理技術に係る講習会

● 営繕部の支援

◇ 公共建築工事に係る各種説明会
◇ 北陸地区営繕主管課長会議の開催
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品質確保に向けた取り組み（北陸地方整備局）Ｈ２９計画

● 直轄工事検査への臨場受入

工事成績評定を実施していない自治体においては、直轄工事検査への臨場受け入れを促し、積極的に支援する。

対象事業については、各県の大規模プロジェクトも紹介する。

検査技術を学び、直轄工事と同様に工事成績評定基準の運用やCORINS登録までなされるように支援する。

資料３－４

新潟県 富山県 石川県

参加を受けた工事内容 維持修繕工事（道路） コンクリート構造物工事（橋梁） 土工事（道路）

アスファルト舗装工事 樋門樋管工事 コンクリート構造物工事（道路）

水門扉等工事 海岸構造物工事

アスファルト舗装工事 砂防工事

維持修繕工事（橋梁）

Ｈ２９年度計画

（参考）Ｈ２８年度の実施状況

新潟県 富山県 石川県

実施予定事務所 新潟国道事務所 富山河川国道事務所 金沢河川国道事務所

長岡国道事務所 黒部河川事務所

高田河川国道事務所 立山砂防事務所

信濃川河川事務所 利賀ダム工事事務所

信濃川下流河川事務所

羽越河川国道事務所

阿賀野川河川事務所

湯沢砂防事務所

国営越後丘陵公園事務所



品質確保に向けた取り組み（北陸地方整備局）Ｈ２９計画

● 公共工事発注事務相談キャラバン

総合評価落札方式の導入や各種説明会の参加などにより、品質確保や技術審査、公共調達などに積極的
に取り組んでいる市町村は優先的に相談キャラバンを実施する。

今後３年で管内の全市町村で相談キャラバンを実施できるように、年間の訪問数を増やす。
平成２９年度は、２０市町村で相談キャラバンを予定。

● 品質確保相談窓口の開設

発注関係事務において、地方自治体等が抱える悩みや疑問について、相談会等を開催し、各機関の取り
組みを支援するとともに、メール・電話による相談窓口を設置して、発注関係事務の適切な実施に向けて支
援する。

（※港湾空港事業に関わるものは、港湾空港担当所管にて相談窓口を開設。 公共建築事業に関わるものは、営繕担当
所管にて相談窓口を開設。）

名刺サイズの「発注関係支援カード」及び「ポスター」を平成２９年版に更新の上、市町村等へ配付。
（※４頁の上段を参照）
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